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Ⅰ 本市財政の現状及び今後の見通し 

 

１ 概況 

本市は、昭和２９年の市制施行後、昭和３１～３６年度と昭和４２～４６年度の２回に

わたり財政再建準用団体に転落し、国の指導のもとに赤字の解消と財政構造の改善に努め

てきた。とりわけ、財政構造の改善には長期的な視点での対応を意図し、財政基盤の強化

に向け、安定的収入である市民税や固定資産税の確保を図る観点から、住宅団地開発を促

進するとともに、効率的な財政支出を図る観点からは、先駆的行政改革と言われる民活施

策の積極的な導入を推進してきた。 

その結果として、バブル経済が崩壊するまでは、日本経済の発展や人口の順調な増加も

相まって、安定した財政基盤による健全な財政構造を維持してきた。 

しかし、その後においては、人口の伸びが鈍化し高齢化が進むとともに、少子高齢化対

応を始めとする数々の施策を推進する中において、財政構造は徐々に弾力性を失いつつあ

る状況となり、経済情勢の悪化に伴う減税や公共事業拡大など国の経済対策の影響が重な

ってからは悪化を来たし、直近では、人口が減少する上に景気後退の影響も現実のものと

なり、財政運営の硬直化は拍車をかけた勢いで進んでいる。 

 

（1） 決算規模及び決算収支の状況 

平成元年度以降平成１４年度までの本市の普通会計の決算規模及び決算収支の状況

は、表１のとおりである。 

決算規模は、歳入・歳出とも大型事業の実施状況等により変動はあるものの、平成１

１年度までの人口増加や必要施策の拡大も相まって、一定の増加傾向にあり、我が国の

経済成長や地方財政の規模と歩調を合わせる推移を示している。 

実質収支は、財政基盤の強化と健全な財政構造への体質改善を図ってきた結果として、

第２次財政再建期間中の昭和４５年度から黒字を確保してきている。 

実質単年度収支は、長期的な視点で可能な範囲の積立を行ってきたこともあり、平成

６年度以降黒字基調を保ってきたが、財政状況の悪化に伴い積立が減少し取り崩しが増

加する傾向となり、平成１３年度からは赤字となっている。 

地方自治体の標準的行政規模を示し、かつ各種指標の基準となる標準財政規模を見る

と、バブル経済崩壊後においても平成１２年度までは安定的に増加している。 

しかし、平成１３年度は、地方財政収支不足の補てん対策として、標準財政規模に算

入されない臨時財政対策債が措置されたことなどに伴い、市制施行後初めて減少する事

態となり、平成１４年度はさらに減少している。また、表では表していないが、標準財

政規模に臨時財政対策債を加えて比較しても減少しており、これらは平成１５年度にお

いてもさらに減少している。 
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（2） 財政構造の硬直化 

本市の財政構造は、財政再建期間を脱してからは、経常収支比率や公債費比率などの

財政構造の弾力性を示す指標を見ても、都市において概ね妥当と言われる状況を保ちな

がら推移してきた。しかし、バブル経済崩壊後においては、右肩上がりが顕著であった

市税を中心とする歳入が伸び悩む中、少子高齢化・高度情報化・国際化などの時代潮流

への対応経費の増高が止まらず、加えて国の景気対策による減税や公共事業の拡大など

の影響により、地方債残高が増加の一途をたどり公債費が大きく増高するなど、財政構

造悪化の要因が重なり、硬直化は急速な勢いで進んでいる。 

ここで改めて、経常収支比率や公債費指標などから、財政状況を見ることとする。 

① 経常収支比率の状況 

府内都市平均及び類似団体とを比較した本市の経常収支比率の状況は、図表２のと

おりである。 

本市の経常収支比率の状況を見ると、概ね平成７年度までは都市において妥当と

される７０％台を堅持していたが、その後財政構造が弾力性を失いつつある状況の 

８０％台となり、平成１３年度は借換債を発行しないことによる公債費抑制対策を大

きく実施したことにより、実質的には８０％台後半であったが名目的には９０％を超

える状況となり、さらに平成１４年度には硬直化が著しいと言われる９０％台に名実

ともに突入する事態となっている。 

この状況は、経常収支比率の分母である市税などの経常一般財源収入が伸びないあ

るいは減少する中、分子である扶助費や繰出金などの経常一般財源支出が確実に増加

していることによるものである。 

府内都市平均は、平成元年度から８０％台となっており、平成６年度からは９０％

を超える状況が続いている。概括的に言うと、府内都市の大半は、およそ１０年前の

バブル経済崩壊後急速に財政状況が悪化し、今なお財政構造の硬直化した非常事態の

状況が続いていると言っても過言ではない。類似団体においても、バブル経済崩壊後

の平成５年度から８０％台に突入し上昇化傾向にあることから、全国的に見ても厳し

表１　決算規模及び決算収支の状況 （単位：千円）

区　分 歳入総額 歳出総額 形式収支 実質収支 単年度収支 実質単年度収支 標準財政規模

平成元年度 28,547,502 27,797,495 750,007 172,926 △ 54,076 △ 210,353 13,674,095
平成２年度 33,372,530 31,960,328 1,412,202 450,060 277,134 1,466,722 14,882,918
平成３年度 37,074,790 36,020,123 1,054,667 81,494 △ 368,566 746,434 16,278,879
平成４年度 31,320,701 30,440,887 879,814 151,928 70,434 △ 347,566 18,023,497
平成５年度 29,895,683 29,492,785 402,898 155,922 3,994 △ 677,447 18,114,725
平成６年度 31,532,557 30,982,127 550,430 291,187 135,265 153,265 18,674,553
平成７年度 33,162,119 32,645,027 517,092 291,997 810 151,410 19,730,023
平成８年度 31,720,303 30,828,962 891,341 306,366 14,369 673,519 20,154,148
平成９年度 33,867,310 33,086,774 780,536 368,165 61,799 953,799 20,979,032
平成10年度 34,084,474 32,937,156 1,147,318 492,101 123,936 1,133,095 21,766,708
平成11年度 38,303,456 37,478,093 825,363 335,251 △ 156,850 223,148 21,968,177
平成12年度 38,090,942 36,691,302 1,399,640 295,000 △ 40,251 157,941 22,371,604
平成13年度 39,835,755 38,928,605 907,150 347,567 52,567 △ 110,133 21,708,848
平成14年度 35,083,565 34,548,651 534,914 141,117 △ 206,450 △ 845,350 20,899,789
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い財政状況がうかがえるところである。 

本市と府内都市平均及び類似団体とを比較してみると、名目ベース
＊

、実質ベースと

もに平成１２年度までは府内都市平均に比べ概ね１０ポイント低い状況で、類似団体

と比較しても若干下回る程度で推移していたが、平成１３年度からは大幅な悪化を来

たし、名目、実質とも類似団体を上回り府内都市平均に迫る勢いで上昇しており、ま

さに非常事態の仲間入り状況となっている。 

 

*名目ベース：総務省所管の地方財政状況調査などで一般的に公表されている数値 

  実質ベース：名目ベースの数値から借換債対象額を除いた場合で、財政指標として 

        実態に近く経年比較等はこれが適当 

（以下の説明において同様） 

 

図表２ 経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 公債費指標の状況 

公債費に係る指標である公債費比率（単年度）、起債制限比率（３ヵ年平均）、公債

費負担比率の、平成元年度以降平成１４年度までの本市の状況は、図表３のとおりで

ある。 

本市の公債費指標について、平成１１年度までの名目ベースを経年的に見た場合、

公債費比率は概ね１２～１３％台で、起債制限比率は概ね９～１０％台で推移してい

るが、公債費負担比率は１０％台から１４％台へと増加傾向を示している。また、実

質ベースを見ると、公債費比率は概ね１２％台、起債制限比率は概ね９～１０％台で

推移しているが、公債費負担比率は１１％台から増加傾向を示し１５％に近づく状況

となっている。これらは、国の景気対策としての減税や公共事業の拡大などの政策財

源が、交付税算入される形での地方債に求められた結果であり、その公債費が年々増

加していくことにより公債費負担比率は上昇するものの、交付税算入される公債費を
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公債費負担比率(名目) 12.8 12.3 9.5 10.3 11.2 11.7 11.4 11.9 12.0 14.5 13.5 15.9 17.4 16.0

公債費負担比率(実質) 11.7 11.0 11.9 11.8 14.3 13.3 13.6 12.8 14.2
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除いて算出する公債費比率や起債制限比率は、ほとんど変わらない状況となっている。 

名目ベースにおいて、平成１３年度の公債費比率と平成１２～１４年度の公債費負

担比率が要注意ラインと言われる１５％を超える状況となっているが、これは公債費

の後年度負担対策として借換債の発行抑制を図った結果であり、一時的な高騰である。 

しかし、次の項目で述べる地方債残高の状況から見て、今後公債費の高騰が続くこ

とから、実質ベースにおいても起債制限比率を除いて要注意ラインの１５％を超える

状況が続くことが予測される。 

 

図表３ 公債費指標の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、府内都市平均及び類似団体とを比較した本市の公債費比率の状況は、図表４

のとおりである。 

本市の公債費比率の状況を府内都市平均及び類似団体と比較すると、平成１１年度

までは名目ベース、実質ベースとも多少変動はあるものの概ね似かよった状況で推移

している。そして直近の平成１２年度以降を見てみると、名目ベースでは先に述べた

理由により平成１２年度において大きく上昇し、平成１３年度は要注意ラインと言わ

れる１５％を超える状況となっているが、実質ベースでは引き続き概ね１２～１３％

台の似かよった推移を示している。 

しかし、前述のとおり、今後実質ベースにおいても要注意ラインの１５％を超える

状況が続くことが予測されることに留意しなければならない。 
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図表４ 公債費比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地方債残高の状況 

府内都市平均及び類似団体とを比較した本市の地方債残高（人口一人当たり）の状

況は、図表５のとおりである。 

まず、本市の地方債残高を見ると、平成元年度以降止まることなく増加し続けてい

る。この要因は、国の景気対策としての、交付税算入や充当率引き上げなどによる地

方単独事業の奨励により、各種の単独事業を拡大実施してきたことに加え、平成６年

度からは国の政策減税による影響額を地方が借金して補てんする減税補てん債の発

行が始まり、さらに平成１３年度からは地方財政収支不足を直接地方が借金するいわ

ゆる赤字地方債である臨時財政対策債の発行も始まったことなどによるものである。 

次に、府内都市平均及び類似団体とを経年比較しながら見ると、平成１０年度まで

は概ね似かよった増加傾向を示しており、特に、減税補てん債の発行が始まった平成

６年度からは、共に大きく増加している。このように、本市だけでなく府内都市平均

及び類似団体においても地方債残高が増高し、その償還金である公債費の必然的な増

加が全国的な財政状況の悪化につながっている状況は、容易にうかがえるところであ

る。近年は、建設事業の抑制などにより地方債残高の高騰を回避してきたところであ

るが、平成１３年度からは赤字地方債である臨時財政対策債の発行が始まり、地方債

残高の増加に拍車をかけている。 

こうした状況において、本市が特に留意しなければならないのは、平成１１年度ま

では府内都市平均や類似団体より低い額で推移していたものが、平成１２年度からは

それら以上の額となってきていることである。この要因としては、建設事業に伴う地

方債発行の比較増減に起因するものであるといえる。 
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図表５ 地方債残高（人口一人当たり）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、本市において留意しなければならないのは、下水道会計の地方債残高の状

況である。そこで、下水道会計を合わせた地方債残高の状況を図表６で示す。 

この表でわかるように、本市の地方債残高は、普通会計だけでなく下水道会計も、

平成元年度以降止まることなく増加し続けている。下水道会計の地方債残高は、毎年

およそ１５億円～２０億円の範囲で増加し続けているのである。さらに、本市の公共

下水道の整備状況から見ると、今後も下水道会計の地方債残高は引き続き増加してい

くことが予測され、この償還金である公債費の増加は、下水道会計への繰出金の増加

につながって、本市財政の硬直化に一層大きく影響を与えることになる。 

地方債発行の抑制効果は、収支改善にすぐに表れるものではない。しかし発行抑制

をした分は、長期にわたり公債費を縮減し、中・長期的に考えれば、その積み重ねに

より歳出規模を圧縮できるものである。 

 

図表６ 地方債残高の推移 
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④ 積立金残高の状況 

府内都市平均及び類似団体とを比較した本市の積立金残高（人口一人当たり）の状

況は、図表７のとおりである。 

類似団体の積立金残高は、比較的安定した一定額の推移を示しているが、府内都市

平均は、バブル経済崩壊直後の平成４年度をピークに減少傾向にある。 

一方、本市の積立金残高を見ると、平成１１年度までは順調に増加しているが、そ

の後は３年連続して減少している。この減少の主な要因は、三日市町駅前周辺整備事

業の本格化により普通建設事業基金を取り崩していることと、複合文化施設建設事業

の実施に伴い総合文化施設建設基金を取り崩していることによるものである。 

 

図表７ 積立金残高（人口一人当たり）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市において、財政運営上留意しなければならない基金は、財政調整基金及び普通

建設事業基金並びに減債基金である。これらについては、バブル経済崩壊後も将来の

財政需要をにらみ、特に意識して積極的な積立を行ってきたことから、平成１１年度

まで増加を続けてきたが、近年の厳しい財政状況に大型事業の本格化が重なり、それ

以後大きく減少傾向にある。 

今後も、普通建設事業基金については、三日市町駅前周辺整備事業に全て充当する

こととなっており、事業完了後にはこの基金が無くなる見込みである。また、現在の

行政水準を維持していくと、後述の収支見通しで明らかなように、財政調整基金はも

ちろん減債基金さえも、単に通常収支の不足を補てんするだけで、数年で無くなって

しまう見込みである。 
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２ 歳入の状況 

(1) 市税収入の状況 

府内都市平均及び類似団体とを比較した本市の市税（人口一人当たり）の状況は、図

表８及びグラフ９のとおりである。 

本市の市税は、府内都市平均に比べ概ね２割程度低い水準となっている。これは主に、

地価が低いことによる固定資産税・都市計画税の差及び法人が少ないことによる法人税

割りの差によるものである。しかし、個人市民税については、府内都市平均や類似団体

に比べ本市が上回っている。 

本市の市税の根幹をなす市民税や固定資産税は、これまでの団地開発による宅地化や

それに伴う人口の増加により安定的に増加してきた。しかし、バブル経済崩壊後の景気

低迷や土地価格の下落に加えて平成６年度からの減税も大きく影響し、市税総額は、平

成９年度をピークに毎年減少している。平成９年度と平成１４年度を比較すると納税義

務者一人当たりの税額が特別徴収分で約４万円も減額となっている。 

 

図表８ 市税収入（人口一人当たり）の状況 

 

グラフ９ 税目別の状況（人口一人当たり） 
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河 内 長 野 市 1 1 5 1 2 7 1 3 4 1 3 8 1 3 7 1 2 8 1 3 6 1 3 7 1 4 2 1 3 5 1 3 4 1 3 1 1 2 9 1 2 5

府 内 都 市 平 均 1 4 2 1 5 0 1 6 4 1 6 4 1 5 8 1 5 4 1 6 1 1 6 5 1 7 2 1 6 5 1 6 2 1 5 7 1 5 5 1 5 0

類 似 団 体 1 0 8 1 1 7 1 1 5 1 3 6 1 3 3 1 2 4 1 3 1 1 3 2 1 4 2 1 3 7 1 3 6 1 3 1 1 3 3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4
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(2) 地方交付税の状況 

府内都市平均及び類似団体とを比較した本市の普通交付税（人口一人当たり）の状況

は、図表１０のとおりである。本市は、府内都市平均と比較すると多く、類似団体と比

較すると少なくなっている。府内都市には法人関係税収や固定資産税収などの状況によ

り本市に比較して財政力の高い都市も多いことが影響している。 

 

図表１０ 普通交付税（人口一人当たり）の状況 

0
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4 0

5 0

年 度

千 円

河 内 長 野 市 1 1 1 1 1 0 2 1 1 6 2 2 2 1 1 8 2 6 2 9 3 8 3 7 3 3 3 5

府 内 都 市 平 均 6 9 9 1 3 1 2 1 2 1 3 1 6 1 7 1 9 2 7 2 9 2 7 2 9

類 似 団 体 2 1 2 2 3 3 2 8 2 7 2 8 2 9 3 7 3 6 3 9 4 6 4 6 4 0

元 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4

 

次に、人口一人当たりの税＋普通交付税の状況は、図表１１のとおりである。 

本市は府内都市平均及び類似団体と比較して、いずれも低くなっている。市税が府内

都市平均より低い理由は前述のとおりであるが、市税が概ね同程度である類似団体と比

べた場合、普通交付税を加えて低くなるのは、地域格差の財源調整という本来の趣旨か

ら外れ、国の景気対策に利用された交付税制度にも問題がある。 

 

図表１１ 税＋普通交付税（人口一人当たり）の状況 
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

百
万
円

人件費 4,060 4,546 4,823 5,247 5,630 5,901 5,875 6,423 6,430 6,649 6,498 6,493 6,540 6,881

扶助費 563 566 586 673 775 917 977 1,009 1,100 1,330 1,445 1,377 1,485 1,709

公債費 2,215 2,380 2,024 2,296 2,427 2,626 2,655 2,725 2,949 3,546 3,521 4,085 4,418 4,029

物件費 2,206 2,361 2,759 3,413 3,751 3,763 3,912 4,021 4,172 4,261 4,432 4,069 4,170 4,042

補助費等 1,175 1,255 1,433 1,620 2,061 1,956 2,193 2,165 2,386 2,370 2,234 2,272 2,233 2,193

繰出金 888 841 1,393 1,763 1,730 1,854 1,933 2,002 2,095 2,201 3,146 2,910 2,943 3,175

投資的経費 4,024 3,692 4,359 4,420 3,569 3,684 3,297 2,749 3,313 2,389 3,182 2,406 2,356 1,982

その他 1,460 2,332 2,861 2,036 1,351 1,162 1,888 860 1,262 935 855 1,159 485 713

H元 H２ H３ H４ H５ H６ H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14

16,591 17,972 20,237 21,468 21,294 21,863 22,731 21,955 23,707 23,680 25,312 24,771 24,630 24,724

※ その他の内訳：維持補修費、積立金、投資・出資及び貸付金
※ 投資的経費：普通建設事業費、災害復旧事業費

 年度

(総額)

３ 歳出の状況 

(1) 性質別歳出の状況 

① 一般財源ベースから見た性質別歳出 

一般財源ベースの性質別歳出決算額の推移は、図表１２のとおりである。平成元年

度と平成１４年度を比較した場合、総額で1.5倍の伸びを示しているのに対し、繰出

金が3.6倍、扶助費が3.0倍と高い伸びを示している。 

また、増加額で見た場合、額の多い順に人件費2,821百万円、繰出金2,287百万円、

物件費1,836百万円、公債費1,814百万円となっている。 

平成１４年度で多い順に見ると、人件費 6,881百万円、物件費 4,042百万円、公債

費 4,029百万円、繰出金 3,175百万円となっている。 

財政構造を改善していくに当たっては、一般財源がどのように使われているかを把

握し、従前に比べ伸びている分野や構成率の高い分野での見直しが必要となる。 

 

図表１２ 性質別歳出（一般財源ベース）の推移 

 



 12

(2) 義務的経費の状況 

性質別経費のうち人件費、扶助費、公債費を一般的に義務的経費という。 

義務的経費充当一般財源の推移は図表１３のとおりである。平成元年度と平成１４

年度を比較した場合、総額で 1.8倍の伸びを示しており、中でも扶助費の伸び率が高

く3.0倍で、以下公債費 1.8倍、人件費 1.7倍の順となっている。これを増加額で見

ると多い順に人件費 2,821百万円、公債費 1,814百万円、扶助費 1,146百万円となっ

ている。 

 

図表１３ 義務的経費充当一般財源の推移 
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人件費 4,060 4 ,546 4 ,823 5 ,247 5 ,630 5 ,901 5 ,875 6 ,423 6 ,430 6 ,649 6 ,498 6 ,493 6 ,540 6 ,881

扶助費 563 566 586 673 775 917 977 1 ,009 1 ,100 1 ,330 1 ,445 1 ,377 1 ,485 1 ,709

公債費 2,215 2 ,380 2 ,024 2 ,296 2 ,427 2 ,626 2 ,655 2 ,725 2 ,949 3 ,546 3 ,521 4 ,085 4 ,418 4 ,029

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

6 ,838 7 ,492 7 ,433 8 ,216 8 ,833 9 ,444 9 ,507 10 ,157 10 ,479 11 ,525 11 ,464 11 ,955 12 ,443 12 ,619

 年度
(総額 )

 

① 人件費 

人件費の人口一人当たり一般財源ベースの推移は、図表１４のとおりである。平成

１４年度を見た場合、本市は 56,753円であり、府内都市平均の74,002円に比べ大幅

に低い状況となっている。しかしながら、府内都市平均では平成９年度の 78,759円

を最高に年々低下してきているが、本市は分母となる人口減少も相まって、平成１４

年度においては過去最高の 56,753円となっている。 

 

図表１４ 人件費の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000単位：円

河内長野市 37,271 41,206 43,023 46,009 48,607 50,300 49,518 53,371 52,844 54,211 52,853 53,141 53,732 56,753

府内都市平均 59,697 63,797 68,301 71,209 74,070 76,130 76,266 77,549 78,759 78,467 77,868 76,538 75,305 74,002

類似団体 46,991 50,587 55,105 58,421 61,083 64,466 66,007 66,019 67,880 67,943 66,979 66,112 63,712

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14



 13

4 , 0 0 0

6 , 0 0 0

8 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 2 , 0 0 0

1 4 , 0 0 0

1 6 , 0 0 0

1 8 , 0 0 0単 位 ： 円

河 内 長 野 市 5,17 0 5 , 1 2 8 5 , 2 2 7 5 , 9 0 2 6 , 6 9 4 7 , 8 1 9 8 , 2 3 9 8 , 3 8 5 9 , 0 3 7 1 0 , 8 3 9 1 1 , 7 5 2 1 1 , 2 6 6 1 2 , 1 9 9 1 4 , 1 0 0

府 内 都 市 平 均 7,87 8 7 , 8 8 1 8 , 2 3 8 8 , 7 5 6 9 , 5 8 1 1 0 , 4 0 0 1 0 , 9 6 5 1 2 , 0 4 9 1 2 , 9 9 7 1 4 , 1 4 6 1 5 , 4 2 3 1 4 , 2 4 0 1 5 , 6 5 4 1 6 , 5 8 7

類 似 団 体 7,60 9 7 , 8 3 3 8 , 8 2 9 8 , 8 5 9 8 , 9 0 8 9 , 9 2 9 1 1 , 0 2 9 1 1 , 4 5 7 1 2 , 0 0 8 1 2 , 9 4 1 1 3 , 8 7 8 1 1 , 9 8 3 1 2 , 3 7 2

H元 H2 H3 H 4 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H 1 0 H 1 1 H 1 2 H 1 3 H 1 4

 

② 扶助費 

扶助費の人口一人当たり一般財源ベースでの推移は図表１５のとおりである。平成

元年度と平成２年度は、府内都市平均及び類似団体共に8,000円弱で本市が5,000円強

と３分の２程度であったが、平成１３年度は類似団体と同水準になっている。ここで

は表として表していないが、平成１３年度の具体的内容を比較した場合、生活保護費

は類似団体の0.8倍と低くなっているのに対し老人福祉費は類似団体の2.2倍と高く

なっている。又、平成１４年度の対前年度比で本市の15.6％増に対し、府内都市平均

は6.0％増で本市の伸びが著しいことを示している。 

 

図表１５ 扶助費の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 公債費 

公債費の人口一人当たり一般財源ベースの推移は、図表１６のとおりである。平成

１４年度を府内都市平均と比較すると、本市は33,233円と府内都市平均32,721円に対

し多くなっているが、平成１４年度には縁故債に係る借換を想定した最終年度償還分

を一括返済した分も多く含んでいるので、これらを除外した場合と比較すると本市が

特に多い訳ではない。しかし、平成１２年度以降は、毎年本市が府内都市平均や類似

団体よりも多くなっている状況である。 

 

図表１６ 公債費の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

15 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

3 0 , 0 0 0

3 5 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0単 位 ： 円

河 内 長 野 市 2 0 ,3 4 0 2 1 ,5 7 2 1 8 ,0 5 2 2 0 ,1 3 6 2 0 ,9 5 8 2 2 ,3 8 7 2 2 ,3 7 7 2 2 ,6 4 4 2 4 ,2 4 0 2 8 ,9 1 0 2 8 ,6 3 6 3 3 ,4 3 0 3 6 ,2 9 4 3 3 ,2 3 3

府 内 都 市 平 均 2 0 ,1 9 8 2 0 ,4 6 3 2 1 ,3 4 3 2 1 ,9 0 0 2 2 ,3 8 2 2 3 ,6 0 1 2 4 ,8 4 7 2 5 ,6 3 2 2 7 ,8 2 3 2 9 ,6 2 1 3 0 ,8 5 2 3 1 ,0 9 2 3 2 ,5 1 9 3 2 ,7 2 1

類 似 団 体 1 8 ,6 6 6 1 9 ,2 2 2 2 2 ,0 9 0 2 0 ,5 0 8 2 2 ,7 7 0 2 4 ,0 9 9 2 4 ,5 9 1 2 7 ,9 2 4 2 9 ,5 2 2 3 1 ,3 4 4 3 1 ,0 0 9 3 1 ,6 4 7 3 1 ,1 6 6

H 元 H 2 H 3 H 4 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H 1 0 H 1 1 H 1 2 H 1 3 H 1 4
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（3） その他の経費の状況 

① 物件費 

物件費の人口一人当たり一般財源ベースでの推移は図表１７のとおりである。平成

１４年度で本市が33,342円に対し府内都市平均は28,773円と約２割多くなっている。

内容的には委託料が圧倒的に多く、これは本市が従前から人件費抑制のため多くの事

業について民間活力を活用したことにより委託料などが多い水準にあるためで、特に

平成３・４年度に大きく伸びているのは文化会館の開設に伴う運営管理委託料が大き

な要因である。（人件費では人口一人当たり府内都市平均との差は、17,249円少ない

状態である。人件費と物件費を合計すると平成１４年度本市が90,095円に対し府内都

市平均は102,775円で、平成元年度に対する伸び率は本市が1.57倍に対し府内都市平

均は1.33倍で、本市の伸び率が0.24ポイント高くなっている。） 

 

図表１７ 物件費の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

年度

単位：円

河内長野市 20,250 21,395 24,612 29,932 32,389 32,078 32,978 33,415 34,289 34,738 36,046 33,301 34,260 33,342

府内都市平均 17,403 18,898 20,782 22,767 24,109 24,644 26,017 27,029 28,032 29,001 29,090 27,941 28,851 28,773

類似団体 19,319 20,824 21,934 24,800 26,331 26,091 27,236 29,145 29,617 30,285 31,348 30,622 31,741

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

 

② 補助費等 

補助費等の人口一人当たり一般財源ベースでの推移は、図表１８のとおりである。

本市が平成14年度で18,088円に対し、府内都市平均は24,300円、また類似団体は平成

13年度は23,286円と、いずれと比べても本市が低い状況にある。 

 

図表１８ 補助費等の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

10, 0 0 0

1 2 , 0 0 0

1 4 , 0 0 0

1 6 , 0 0 0

1 8 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

2 2 , 0 0 0

2 4 , 0 0 0

2 6 , 0 0 0

2 8 , 0 0 0単 位 ： 円

河 内 長 野市 10 , 7 8 8 1 1 , 3 7 4 1 2 , 7 8 3 1 4 , 2 0 2 1 7 , 7 9 2 1 6 , 6 7 6 1 8 , 4 8 5 1 7 , 9 9 3 1 9 , 6 0 5 1 9 , 3 2 6 1 8 , 1 6 7 1 8 , 5 9 1 1 8 , 3 4 6 1 8 , 0 8 8

府 内 都 市 平 均 14 , 1 9 6 1 5 , 6 7 9 1 7 , 2 3 8 1 8 , 2 5 8 1 9 , 4 8 6 1 9 , 7 1 0 2 0 , 7 6 1 2 1 , 6 7 0 2 4 , 2 0 0 2 4 , 5 0 5 2 5 , 3 7 5 2 4 , 8 4 8 2 4 , 6 0 3 2 4 , 3 0 0

類 似 団 体 10 , 5 6 4 1 1 , 6 2 9 1 7 , 8 4 0 1 6 , 7 9 6 1 8 , 5 8 5 1 8 , 9 6 8 2 1 , 0 6 8 1 9 , 4 1 1 2 0 , 5 1 7 2 1 , 6 8 6 2 2 , 2 2 5 2 2 , 6 1 3 2 3 , 2 8 6

H元 H2 H 3 H 4 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H 1 0 H 1 1 H 1 2 H 1 3 H 1 4
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35,000単位：円

河内長野市 8,152 7,619 12,424 15,461 14,933 15,800 16,294 16,635 17,214 17,942 25,585 23,816 24,179 26,185

府内都市平均 15,676 17,145 19,292 21,542 22,209 23,496 25,137 24,633 23,037 23,417 24,433 28,728 30,216 30,638

類似団体 11,069 13,129 13,782 18,243 15,966 16,737 18,628 18,934 19,401 20,302 21,081 22,981 23,727

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

 

③ 繰出金等 

繰出金の人口一人当たり一般財源ベースの推移は、図表１９のとおりである。平成

１４年度は本市が 26,185円で府内都市平均の 30,638円より少なく、平成１３年度は

類似団体平均の 23,727円に近い額となっている。しかし、平成元年度と平成１４年

度を比較した場合、府内都市平均の伸びが2.0倍に対して本市は3.2倍と大きく伸びて

いる。 

 

図表１９ 繰出金の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 普通建設事業費 

普通建設事業費の人口一人当たり一般財源ベースの推移は図表２０のとおりであ

る。本市の平成元年度と平成１４年度を比較した場合、総額で36,565円から半減以下

となっているものの、府内都市平均に比べ各年度とも非常に高くなっており、府内都

市の中で都市基盤整備に力を入れている本市の状況が現れている。 

 

図表２０ 普通建設事業費の状況（人口一人当たり一般財源ベース） 

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000単位：円

河内長野市 36,565 33,204 38,625 38,640 30,688 31,208 25,052 22,441 26,911 18,262 25,106 18,909 18,766 16,234

府内都市平均 20,989 25,232 27,286 24,281 21,801 20,090 19,063 18,864 16,500 13,827 14,208 13,582 11,582 11,211

類似団体 29,129 31,653 32,988 34,043 27,500 24,083 20,124 24,663 20,613 19,897 18,666 20,225 18,857

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14
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収入総額 100 115 119 130 128 128 134 132 143 145 156 157 151 145

支出総額 100 107 119 134 143 147 154 163 171 180 182 186 200 195

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

４ 財政危機の主な要因 

 

今回の財政危機は、行政として未だ経験したことのない急速な右肩下がりの状況に、財

政運営が的確に対応できなかったことが大きな要因として考えられる。 

これは、図表２１の平成元年度を１００とした場合の経常一般財源収入支出の指数で明

らかなように、収入の伸び以上に支出が伸びを示し、収入が伸び悩みから減少に転じてい

るにもかかわらず、支出の抑制が追いつかず、その結果として経常収支を悪化させること

になったと考えられる。 

そこで、それぞれの要因について、歳入歳出の両面からより詳しく検討を進める。 

 

 図表２１ 平成元年度を１００とした場合の経常一般財源収入支出の指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） 歳入面 

歳入の減少を象徴するものとして、本市の自主財源の大宗を占める市税が、バブル経

済崩壊後の平成６年度にはじめて対前年度比マイナスに転じた。平成６年度から平成８

年度にかけては、景気対策のために毎年特別減税が実施されたが、市税収入は除々に回

復し、平成９年度まで増加を続けた。平成１０年度に入り、再び、金融不安等による景

気の冷え込みや、それに起因する特別減税（平成１０年度）や恒久的減税（平成１１年

度以降）の実施及び予想を遥かに超えた長期的かつ深刻な不況と地価下落の影響で、図

表２２のようにピーク時の平成９年度と平成１４年度を比較すると約２０億円以上の大

幅な減収（１２．９％減）に陥っていることが大きい。また制度として、本来税収の減

少を補完する地方交付税もその原資の不足から十分その機能を果たせず、市税と交付税

の合計額も、平成１１年度以降毎年減少する事態となった。そして、今後も地方財政計

画の徹底した見直しによる地方交付税総額の圧縮が課題となっており、この閉塞状態が

急激な好転を見せることよりも、より深刻な環境に陥ることが容易に想像でき、収入の

減少は避けられない状況にある。 

更に、大阪府の経常収支比率は平成１０年度の１１７．４％をピークとして都道府県

として最高のレベルにあり、国同様、各種補助負担金の全廃・縮減や統廃合などを進め

ており、その影響も憂慮すべき事態となっている。 
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50,000

60,000

70,000

年度

百万円

普通会計 16,319 16,975 19,139 19,675 20,177 23,014 25,858 28,542 30,215 31,128 32,780 34,344 37,018 37,353

下水道会計 4,655 6,011 7,334 9,039 10,801 12,760 14,518 16,655 18,409 20,246 21,974 23,983 25,401 26,599

合　　計 20,974 22,986 26,474 28,714 30,978 35,774 40,377 45,196 48,624 51,374 54,754 58,327 62,419 63,952

Ｈ元 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14

図表２２ 経常一般財源のうち市税と交付税の推移（単位 百万円）  

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

市税 11,581 13,018 13,865 14,564 14,588 13,684 14,734 14,964 15,803 15,114 14,989 14,561 14,257 13,765

市税+交付税 12,804 14,280 14,940 16,915 16,457 16,217 17,228 17,111 18,909 18,627 19,613 19,090 18,260 18,049

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

  

（2） 歳出面 

これまで、予算編成段階でのマイナスシーリングなどにより一定の節減努力を行って

きているが、基本的には行政水準の維持とサービスの拡大を図ってきた上に、不況によ

る影響で生活保護費や就学援助費など扶助費が伸びる傾向を示し、支出の増加は避けら

れない状況にある。 

加えて、国の総合経済対策・緊急経済対策など数次に渡る公共事業拡大政策の影響に

より、地方債現在高は下水道会計を含めると、平成元年度と平成１４年度を比較すると

約４２９億円以上増加し（３０４．６％増）公債費が増高するなど、義務的経費だけで

なく当然それに伴う繰出金中の公債費分も増加の一途をたどり、今後の財政支出の大き

な負担となることが予想される。 

 

図表６(再掲) 地方債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費については、人事院勧告に準拠し、平成１４年度給料改定では、初のマイナス

改定を行うなど給与費の適正化に努めてきたが、職員の高齢化などに伴い、職員給与の

高額推移、退職手当の増加などにより人件費負担も増加している。 
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7,000

人件費 3,997 4,450 4,771 5,134 5,484 5,625 5,751 6,332 6,388 6,552 6,445 6,228 6,448 6,506

扶助費 563 566 586 673 775 899 976 1,009 1,100 1,330 1,445 1,376 1,479 1,708

公債費 2,041 1,982 2,024 2,296 2,427 2,626 2,655 2,725 2,949 3,257 3,272 3,737 4,418 3,488

物件費 1,996 2,191 2,626 3,144 3,554 3,417 3,701 3,788 4,032 4,175 4,312 3,962 4,143 4,009

補助費 1,060 1,126 1,303 1,435 1,479 1,478 1,575 1,676 1,768 1,946 1,873 2,019 2,080 1,957

繰出金等 572 607 871 1,055 957 946 1,082 1,137 1,219 1,179 1,275 1,745 1,866 2,242

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

図表２３ 経常一般財源支出の性質別推移（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 従来の意識 

歳出については以前から想定されたものであり、平成１１年度から経常経費のマイナ

スシーリングを行うなど、歳出抑制の努力を行ってきたが、思い切った歳出削減に至ら

ない結果となっている。 

加えて、歳出の分析で明らかなように義務的経費の増加による財政構造の硬直化は、

通常の経費削減努力だけで抑制を行うには限界があり、それぞれの費目ごとに削減策を

打ち出した改革を行うなど、思い切った削減策を打たない限り減少するものではなく、

現在にいたっているのが実情である。 

また、歳入については、国の経済財政の中期展望を軸に想定を行い、その中では、今

後の経済見通しについては横ばいから、好転すると予測していたために、本市の長期財

政計画においても同様の見通しとしていた。その結果として、現在の税収の落ち込みは

当初予想を大きく上回る結果となり、このままでは歳出超過の事態が推測される結果と

なっている。 

 

（4） 人口の減少 

本市の人口が平成１２年２月をピークに都心回帰の傾向がみられ転入者の減少が顕著

で、市制施行以来の減少傾向を見せ始めているとともに、人口構成においても生産年齢

人口（１５歳～６４歳）の減少と老年人口（６５歳以上）の増加が顕著となるため、税

収の伸び悩みが続くとともに、少子高齢化などへの対応経費の増高が止まらないことも、

要因として考えられる。 
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図表２４ 人口の推移（単位 人）               （各年度４月１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 財政健全化の必要性 

これまでの各種財政指標の状況からもわかるように、本市の財政力は脆弱で極めて硬直

化した状況にあり、収支不足を基金の取り崩し等で補い、かろうじて均衡を保っている状

況にある。今後はさらに、国の推し進める三位一体改革において、歳出の徹底した効率化

による地方財政規模の圧縮が前提となっており、必然的に地方自治体の標準財政規模が抑

制され、本市においても市税、交付税を中心とする経常一般財源収入の伸びは全く期待で

きないことが予測される。加えて、歳出においては扶助的経費を中心とする経常経費の増

加は避けることができず、現在の行政水準を維持した場合には経常収支比率が１００％を

突破するものと予測される。 

一方、施設の大規模改修や道路、下水道などの都市基盤整備事業などの臨時的経費につ

いては、これまでも財政状況を鑑みて縮小してきているが、本市の地理特性上から見て都

市基盤整備は決して十分な状況とは言えず、必要最小限の都市基盤整備を実施していく必

要があり、加えて施設管理面においても、改修整備をこれ以上縮小、先延ばしすることは、

施設の機能を維持できない事態も想定されるところまできている。こうした経費も行政運

営上当然必要不可欠な経費であり、これらを賄うには基金の取り崩しもやむを得ないもの

である。 

結果として、このままでは基金も数年後に底をつき、多様化する新たな市民ニーズや将

来のまちづくりなどに全く対応することができなくなるだけでなく、平成２２年度には財

政再建準用団体に転落することも想定され、その具体的な影響については、国管理のもと

で自治権の大幅な制限を余儀なくされ、使用料・手数料の値上げや市独自の単独施策及び

地方債の制限により都市基盤整備事業等もストップするなどの問題に直面することとなる。 

このような状況を回避し、加えて現在検討を進めている河内長野市の未来を担う「第４

次総合計画」を「絵に描いた餅」とせず実効あるものとするためにも、財政健全化をやり

遂げなければならない。 

「目標達成には最少の経費で」適正な行政経営を推進するとともに、市が行政運営を維

持し、市民サービスを行うための必要な経費を確保するために、全職員が危機意識を共有

し、さまざまな角度から施策の検討や不断の見直しを行わなければならない。 
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６ 本市財政の収支見通し 

（1） 収支見通しの考え方 

本市財政の収支見通しについては、一般財源ベースで推計することとする。 

また、平成２５年度までを見通した上で、平成２１年度までの収支見通しを立てる

こととする。 

 

 

① 歳入見通しの考え方 

歳入については、全般的に
＊

標準財政規模の伸率に連動する形で見込む。 

標準財政規模の伸び率については、平成１５年度普通交付税基準税額を基に下記に

設定して算出した。 

平成１６年度         ▲ １．５０％ 

平成１７年度～平成２１年度    ０．００％ 

 
＊
標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模をいう 

上記の伸び率を基本として、交付税の事業費補正算入額及び公債費算入額の将来推

計分の増減を反映させた。税収減分の７５％及び平成１６年度以降の臨時財政対策債

分は全て交付税に上乗せした。従って、三位一体改革及び交付税総額削減論等は反映

させていない。 

                

（参考）標準財政規模の過去の伸率 

   H9       H10      H11     H12      H13     H14        H15           

  4.09     3.75     0.93    1.84   ▲2.96   ▲3.73    ▲6.15     

           臨時財政対策債含む →   ▲0.72    ▲1.04    ▲0.42        

                                             (7カ年平均)    (3カ年平均) 

                                              ▲0.32          ▲4.28     

                     臨時財政対策債含む →      1.20          ▲0.73    

  

・公債費、事業費補正算入除く標準財政規模の過去の伸率 

   H9       H10      H11      H12     H13      H14       H15      

  3.29     2.50     0.26     1.17   ▲3.92   ▲4.62    ▲7.05     

           臨時財政対策債含む →    ▲1.43   ▲1.38  ▲1.28 

                                            (7カ年平均)    (3カ年平均) 

                                             ▲1.20          ▲5.20     

                     臨時財政対策債含む →      0.45          ▲1.36    
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7,200

7,400
百万円

人件費（退手除く） 6,222 6,592 6,570 6,599 6,652 6,644 6,569 6,563

人件費 6,506 6,821 6,731 6,621 6,945 7,239 6,896 7,043

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

 

② 歳出見通しの考え方 

① 人件費  給与改定率 H15 ▲2.03％、H16～ 0.0％、定昇率1.6％ 

       新規採用は、退職者補充のみ（職員数の伸びは０） 

② 扶助費  標準財政規模の伸びの考え方と連動、対象者の増・個々の伸率勘案 

  ③  公債費   H15:既計画、H16以降:毎年20億円発行ﾍﾞｰｽで見込む 

          借入利率2.0％（H15 変動利率のみ1.5％） 

       H15以降満期分は、償還計画の平準化を考慮し全額借換 

④ 物件費  標準財政規模の伸びの考え方と連動、施設増分は一定額を見込む 

⑤ 補助費等 標準財政規模の伸びの考え方と連動 

⑥ 繰出金 

・ 国保会計   事務費は標準財政規模の伸びと連動 

・ 老保会計   医療費分は年5％の伸率で算定 

・ 下水道会計  公債費について、新規債発行額年20億円で算出 

      普及率向上による使用料アップは基本案では見込まない 

・ 介護保険会計 要介護者の推計数から給付費の見込額(4.0％伸び)を積算 

 

（2） 収支見通しの状況 

本市の平成２１年度までの収支及び財政指標等の見通しは、表２９のとおり。 

うち、経常一般財源支出の主な推移は下記のとおり。 

① 人件費 

人件費の支出見通しは図表２５のとおりであり、退職手当を除くと、ほぼ横ばい

で推移すると見込んでいる。 

 

図表２５ 人件費経常一般財源支出見通し（単位 百万円） 
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4,000

4,100百万円

物件費 4,009 3,641 3,713 3,794 3,801 3,808 3,816 3,896

物件費（施設増を除く） 3,940 3,525 3,565 3,572 3,580 3,587 3,594 3,602

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

扶助費 1,708 1,723 1,786 1,832 1,857 1,893 1,927 1,956

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

生活保護(一般財源） 393,088 330,697 335,509 345,574 337,208 345,638 354,279 360,929

乳幼児医療（一般財源） 171,824 185,624 207,420 221,940 233,036 242,357 249,628 254,622

保育所（一般財源） 300,994 304,661 302,949 309,013 310,464 311,915 313,366 311,915

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

② 物件費 

物件費の支出見通しは図表２６のとおりである。平成１５年度の対前年度比較が

大幅に減少しているのは、制度上の変更と経常経費のマイナスシーリング効果であ

り、施設の増加による経費増を除くと標準財政規模の伸びと連動して、ほぼ横ばい

で推移すると見込んでいる。 

 

図表２６ 物件費経常一般財源支出見通し（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 扶助費 

扶助費の支出見通しは図表２７、２８のとおりであり、生活保護費の扶助基準額

の減額はあるものの、乳幼児医療費助成制度改正による対象者増などの要因から、

増加すると見込んでいる。 

 

図表２７ 扶助費経常一般財源支出見通し（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

図表２８ 主な扶助費別経常一般財源支出見通し（単位 千円） 
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決算見込 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

(A) 21,870 △ 1.6 22,371 2.3 22,026 △ 1.5 22,049 0.1 21,905 △ 0.7 21,971 0.3 22,026 0.3 22,010 △ 0.1

1,864 △ 3.3 1,747 △ 6.3 1,689 △ 3.3 1,631 △ 3.4 1,503 △ 7.8 1,499 △ 0.3 1,480 △ 1.3 1,470 △ 0.7

(B) 23,734 △ 1.7 24,118 1.6 23,715 △ 1.7 23,680 △ 0.1 23,408 △ 1.1 23,470 0.3 23,506 0.2 23,480 △ 0.1

1 人件費 6,506 0.9 6,821 4.8 6,731 △ 1.3 6,621 △ 1.6 6,945 4.9 7,239 4.2 6,896 △ 4.7 7,043 2.1
2 物件費 4,009 △ 3.2 3,641 △ 9.2 3,713 2.0 3,794 2.2 3,801 0.2 3,808 0.2 3,816 0.2 3,896 2.1
3 維持補修費 356 295.6 367 3.1 372 1.4 384 3.2 395 2.9 407 3.0 420 3.2 433 3.1
4 扶助費 1,708 15.5 1,723 0.9 1,786 3.7 1,832 2.6 1,857 1.4 1,893 1.9 1,927 1.8 1,956 1.5
5 補助費等 1,957 △ 5.9 2,292 17.1 2,252 △ 1.7 2,251 △ 0.0 2,247 △ 0.2 2,248 0.0 2,242 △ 0.3 2,240 △ 0.1
6 公債費 3,488 △ 21.0 3,555 1.9 3,928 10.5 3,958 0.8 3,945 △ 0.3 4,160 5.4 3,963 △ 4.7 3,811 △ 3.8
7 繰出金 1,886 6.2 2,007 6.4 2,182 8.7 2,158 △ 1.1 2,199 1.9 2,292 4.2 2,398 4.6 2,377 △ 0.9

(C) 19,910 △ 2.6 20,406 2.5 20,964 2.7 20,998 0.2 21,389 1.9 22,047 3.1 21,662 △ 1.7 21,756 0.4

2,477 54.0 1,913 △ 22.8 1,860 △ 2.8 1,854 △ 0.3 1,849 △ 0.3 1,892 2.3 1,949 3.0 2,061 5.7

(D) 22,387 1.6 22,319 △ 0.3 22,824 2.3 22,852 0.1 23,238 1.7 23,939 3.0 23,611 △ 1.4 23,817 0.9

(E) 1,347 △ 36.1 1,799 33.6 891 △ 50.5 828 △ 7.1 170 △ 79.5 △ 469 △ 375.8 △ 105 △ 77.6 △ 337 221.0

(F) 2,125 2,202 2,204 2,190 2,197 2,202 2,201

(G) △ 326 △ 1,311 △ 1,376 △ 2,020 △ 2,666 △ 2,307 △ 2,538

△ 326 △ 1,637 △ 3,013 △ 5,033 △ 7,699 △ 10,006 △ 12,544

91.0 91.2 95.2 95.2 97.6 100.3 98.3 98.8

1,140 1,154 1,674 2,273 1,839 1,947

21,980 △ 1.0 21,888 △ 0.4 21,560 △ 1.5 21,560 0.0 21,560 0.0 21,560 0.0 21,560 0.0 21,560 0.0

13.5 13.8 15.6 15.6 15.2 15.8 14.8 14.1

9.1 9.3 11.2 11.1 10.7 11.3 10.3 9.5

16.0 14.1 15.9 16.0 15.9 16.8 16.0 15.4

37,353 0.9 40,032 7.2 39,991 △ 0.1 38,786 △ 3.0 37,572 △ 3.1 36,116 △ 3.9 34,826 △ 3.6 33,663 △ 3.3

3,884 4.1 3,560 △ 8.3 2,249 △ 36.8 874 △ 61.2 0 △ 100.0 0 - 0 - 0 -

4,062 △ 16.3 3,124 △ 23.1 828 △ 73.5 0 △ 100.0 0 - 0 - 0 - 0 -

2,784 0.1 2,689 △ 3.4 2,603 △ 3.2 2,534 △ 2.7 2,478 △ 2.2 2,426 △ 2.1 2,393 △ 1.4 2,370 △ 1.0

表２９　本市財政の収支見通し（平成１４年度～平成２１年度）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
区 分

Ｈ１９ Ｈ２１

収入支出差引 　　　   　  (B)-(D)=

再差引(財源不足額)        (E)-(F)=

一般財源収入合計

経常一般財源支出

経常収支比率     　　　    (C)/(A)

標準財政規模

公債費比率

公債費負担比率

増収･効果必要額(90%設定)(C)-(A)*0.9

起債制限比率

地方債現在高

普通建設事業基金

減債基金

基
金

（単位　百万円）

経

常

財政調整基金

実施計画充当額

Ｈ２０

臨時一般財源支出

臨時一般財源収入

一般財源支出合計

経常一般財源収入

財源不足累計額




